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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１および第２の横方向に間隔を置いた端部と、右および左可撓性要素連結位置とを備
えたフレームであって、このフレームの前記第１の端部に隣接した前記可撓性要素連結位
置を配置して成るフレームと、
　前記フレームの前記第２の端部に隣接して前記フレームによって支持されたクランク・
システムであって、回転軸と、この回転軸から半径方向に変位した第１および第２のクラ
ンク連結位置を備えるクランク・システムと、
　右足支持部材と、右可動部材と、右円弧運動部材とを備えた右並進運動支持アセンブリ
と、
　左足支持部材と、左可動部材と、左円弧運動部材とを備えた左並進運動支持アセンブリ
と、
　右可撓性要素を備えた右可撓性支持システムと、
　左可撓性要素を備えた左可撓性支持システムと、
を備え、
　前記右足支持部材は、第１の右誘導要素を備え、
　前記右可動部材は、使用時間中の少なくとも一部分において前記第１の右誘導要素の上
方に位置する第２の右誘導要素を備え、前記右円弧運動部材は、前記フレームに枢動可能
に結合され、
　前記左足支持部材は、第１の左誘導要素を備え、
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　前記左可動部材は、使用時間中の少なくとも一部分において前記第１の左誘導要素の上
方に位置する第２の左誘導要素を備え、前記左円弧運動部材は前記フレームに枢動可能に
結合され、
　前記右可撓性要素は、前記第１のクランク連結位置において、前記クランク・システム
に結合され、前記右可撓性要素連結位置において、前記フレームに結合され、前記第１お
よび第２の右誘導要素に係合され、
　前記右可撓性要素は、前記第１および第２の右誘導要素の周囲に少なくとも部分的に巻
付いている間張力を伝えるように構成され、前記第１および第２の右誘導要素を、前記右
可撓性要素が、使用中前記第１および第２の右誘導要素に係合しながら並進運動をするよ
うに構成され、
　前記右可撓性支持システムが、使用者がほぼ垂直の方向を持つ練習運動を試みるときに
、前記クランク・システムの回転を支えるように動作し、
　前記左可撓性要素は、前記第２のクランク連結位置において、前記クランク・システム
に結合され、前記左可撓性要素連結位置において、前記フレームに結合され、前記第１お
よび第２の左誘導要素に係合され、
　前記左可撓性要素は、前記第１および第２の左誘導要素の周囲に少なくとも部分的に巻
付いている間に張力を運ぶように構成され、前記第１および第２の左誘導要素を、前記左
可撓性要素が、使用中前記第１および第２の左誘導要素に係合しながら並進運動をするよ
うに構成され、
　前記左可撓性支持システムが、使用者が、ほぼ垂直方向を持つ練習運動を試みるときに
、前記クランク・システムの回転を支えるように動作し、
　前記右足および左足支持部材に適用される力が、登攀運動、閉路歩行、大股歩き、ジョ
ギング運動のように、足支持部材に適用される前向きおよび後向きの力を変化させること
によって瞬間的に変化させることができる運動装置。
【請求項２】
　前記クランク・システムが、このクランク・システムの回転に抵抗を提供するブレーキ
装置を関連させる請求項１に記載の運動装置。
【請求項３】
　前記クランク・システムに、このクランク・システムの回転の間に、エネルギーを貯え
送り出す慣性装置を関連させる請求項１に記載の運動装置。
【請求項４】
　前記右円弧運動部材を、前記右可動部材と、前記右足支持部材とに枢動可能に結合し、
前記左円弧運動部材を、前記左可動部材と、前記左足支持部材とに枢動可能に結合した請
求項１に記載の運動装置。
【請求項５】
　前記左および右並進運動支持アセンブリを、交互の運動を提供するように、クロス・カ
ップリング・システムによってクロス・カップル（ｃｒｏｓｓ－ｃｏｕｐｌｅｄ）した請
求項１に記載の運動装置。
【請求項６】
　前記クロス・カップリング・システムが、前記右足および左足支持部材の前進および後
退運動に抵抗するようにブレーキに結合された請求項１に記載の運動装置。
【請求項７】
　前記クロス結合が、前記右可動部材および前記左可動部材に結合されたベルト・システ
ムによって提供される請求項５に記載の運動装置。
【請求項８】
　前記クロス結合が、前記右可動部材および前記左可動部材に結合されたロッカー機構に
よって提供される請求項５に記載の運動装置。
【請求項９】
　前記右円弧運動部材が、第１のハンドル部分と、第２のハンドル部分を含む前記左円弧
運動部材とを備えた請求項１に記載の運動装置。
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【請求項１０】
　前記右可動部材を支持する右湾曲走路部と、前記左可動部材を支持する左湾曲走路部と
、
を備えた請求項１に記載の運動装置。
【請求項１１】
　前記右および左湾曲走路部が、前記フレーム部分である請求項１０に記載の運動装置。
【請求項１２】
　前記右可動部材を前記フレームに結合する第１の支持リンクと、
　前記左可動部材を前記フレームに結合する第２の支持リンクと、
を備える、請求項１に記載の運動装置。
【請求項１３】
　前記クランク・システムが、運動中に使用者に向き合う前記運動装置の端部付近に取り
付けられる請求項１に記載の運動装置。
【請求項１４】
　前記クランク・システムが、前記運動装置の後部付近に取り付けられる請求項１に記載
の運動装置。
【請求項１５】
　前記クランク・システムが、中間リンク仕掛システムを使用する可撓性要素に連結され
る請求項１に記載の運動装置。
【請求項１６】
　前記クランク・システムを前記可撓性要素に結合する右および左可撓性要素に結合する
請求項１に記載の運動装置。
【請求項１７】
　前記クランク・システムが釣り合いおもりを備えた請求項１に記載の運動装置。
【請求項１８】
　第１のブレーキが前記クランク・システムの運動に抵抗し、前記第２のブレーキが、前
記足支持部材の少なくとも１つに抵抗する、請求項１に記載の運動装置。
【請求項１９】
　第１および第２の横方向に間隔を置いた端部と、右および左可撓性要素連結位置とを備
えたフレームであって、このフレームの前記第１の端部に隣接した前記可撓性要素連結位
置を配置して成るフレームと、
　前記フレームの前記第２の端部に隣接して前記フレームによって支持されたクランク・
システムであって、回転軸と、この回転軸から半径方向に変位した第１および第２のクラ
ンク連結位置を備えるクランク・システムと、
　第１の右誘導要素を備えた右足支持部材と、
　第１の左誘導要素を備えた左足支持部材と、
　第２の右誘導要素を備えた右可動部材と、
　第２の左誘導要素を備えた左可動部材と、
　前記右可撓性要素連結位置において前記フレームに連結され、前記右クランク連結位置
において前記クランク・システムに連結され、前記第１および第２の右誘導要素に直接に
接触する右可撓性要素と、
　前記左可撓性要素連結位置において前記フレームに連結され、前記左クランク連結位置
において前記クランク・システムに連結され、前記第１および第２の左誘導要素に直接に
接触する左可撓性要素と、
　前記フレームに枢動可能に結合され、前記右可動部材および前記右足支持部材に結合さ
れた右円弧運動部材と、
　前記フレームに枢動可能に結合され、前記左可部動材および前記左足支持部材に結合さ
れた左円弧運動部材と、
　を備え、
　前記右可撓性要素は、前記第１および第２の誘導要素のまわりに張力を支えたわむよう



(4) JP 5354880 B2 2013.11.27

10

20

30

40

50

に構成され、前記第１および第２の右誘導要素は、前記右可撓性要素が、前記第１および
第２の右誘導要素に接触している間、前記第１および第２の右誘導要素に係合しながら移
動するように構成され、
　前記左可撓性要素は、前記第１および第２の誘導要素のまわりに張力を支えたわむよう
に構成され、前記第１および第２の左誘導要素は、前記左可撓性要素が、前記第１および
第２の左誘導要素に接触している間、前記第１および第２の左誘導要素に係合しながら移
動するように構成され、
　ほぼ垂直方向の運動は、前記クランク・システムの回転を維持し、
　歩行、大股歩き、ジョギング、クライミングのときに、右足および左足支持部材に加え
られる交互の力が、右クランク連結位置と右可撓性要素連結位置との間の距離を連続的に
変化させ、かつ左クランク連結位置と、左可撓性要素連結位置との間の距離を瞬間的に変
化させることにより、歩行、大股歩き、ジョギング運動の長さを瞬間的に変化させ、右足
支持部材により、右円弧運動部材に運動を提供できるようにする、
　運動装置。
【請求項２０】
　前記クランク・システムが、前記クランク・システムの回転に抵抗をもたらすブレーキ
装置と関連する、請求項１９に記載の運動装置。
【請求項２１】
　前記クランク・システムが、前記クランク・システムの回転中エネルギーを蓄積し伝え
る慣性装置と関連する、請求項１９に記載の運動装置。
【請求項２２】
　前記左右の円弧運動部材と、前記左右の足支持部材と、前記左右の可動部材とが、前記
両側部のそれぞれが、交互の動作を可能にする相互連結システムによって相互連結される
並進運動支持組立体を形成する、請求項１９に記載の運動装置。
【請求項２３】
　前記相互連結システムがブレーキに連結する、請求項２２に記載の運動装置。
【請求項２４】
　前記相互連結が、前記左右の可動部材に連結されたベルト・システムによって実現され
る、請求項２９に記載の運動装置。
【請求項２５】
　前記相互連結が、前記左右の可動部材に連結されたロッカー機構によって実現される、
請求項２９に記載の運動装置。
【請求項２６】
　前記右円弧運動部材は、第１のハンドル部を備え、
　前記左円弧可動部材は、第２のハンドル部を備える、請求項１９に記載の運動装置。
【請求項２７】
　前記右可動部材を前記フレームに結合する第１の支持リンクと、
　前記左可動部材を前記フレームに結合する第２の支持リンクと、
　をさらに備える、請求項１９に記載の運動装置。
【請求項２８】
　前記クランク・システムが前記装置の前方付近に搭載される、請求項１９に記載の運動
装置。
【請求項２９】
　前記クランク・システムが前記装置の後方付近に搭載される、請求項１９に記載の運動
装置。
【請求項３０】
　前記クランク・システムが中間リンク機構システムを使用して前記可撓性要素に連結す
る、請求項１９に記載の運動装置。
【請求項３１】
　前記クランク・システムが、
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　前記クランク・システムを前記可撓性要素に連結する左右の誘導要素を備える、請求項
１９に記載の運動装置。
【請求項３２】
　前記クランク・システムが釣り合いおもりを備える、請求項１９に記載の運動装置。
【請求項３３】
　第１のブレーキが、前記クランク・システムの運動に抵抗し、
　第２のブレーキが、前記足支持部材の少なくとも１つの運動に抵抗する請求項１９に記
載の運動装置。
【請求項３４】
　第１および第２の横方向に間隔を置いた端部と、右および左可撓性要素連結位置とを備
えたフレームであって、このフレームの前記第１の端部に隣接した前記可撓性要素連結位
置を配置して成るフレームと、
　前記フレームの前記第２の端部に隣接して前記フレームによって支持されたクランク・
システムであって、回転軸と、この回転軸から半径方向に変位した第１および第２のクラ
ンク連結位置を備えるクランク・システムと、
　第１の右誘導要素を備えた右足支持部材と、
　第１の左誘導要素を備えた左足支持部材と、
　第２の右誘導要素を備えた右可動部材と、
　第２の左誘導要素を備えた左可動部材と、
　前記右可撓性要素連結位置において前記フレームに連結され、前記右クランク連結位置
において前記クランク・システムに連結され、前記第１および第２の右誘導要素に直接に
接触する右可撓性要素と、
　前記左可撓性要素連結位置において前記フレームに連結され、前記左クランク連結位置
において前記クランク・システムに連結され、前記第１および第２の左誘導要素に直接に
接触する左可撓性要素と、
　前記右可動部材を支持する右湾曲走路部と、
　前記左可動部材を支持する左湾曲走路部と、
　を備え、
　前記右可撓性要素は、前記第１および第２の誘導要素のまわりに張力を支えたわむよう
に構成され、前記第１および第２の右誘導要素は、前記右可撓性要素が、前記第１および
第２の右誘導要素に接触している間、前記第１および第２の右誘導要素に係合しながら移
動するように構成され、
　前記左可撓性要素は、前記第１および第２の誘導要素のまわりに張力を支えたわむよう
に構成され、前記第１および第２の左誘導要素は、前記左可撓性要素が、前記第１および
第２の左誘導要素に接触している間、前記第１および第２の左誘導要素に係合しながら移
動するように構成され、
　ほぼ垂直方向の運動は、前記クランク・システムの回転を維持し、
　歩行、大股歩き、ジョギング、クライミングのときに、右足および左足支持部材に加え
られる交互の力が、右クランク連結位置と右可撓性要素連結位置との間の距離を連続的に
変化させ、かつ左クランク連結位置と、左可撓性要素連結位置との間の距離を瞬間的に変
化させることにより、歩行、大股歩き、ジョギング運動の長さを瞬間的に変化させ、右足
支持部材により、右円弧運動部材に運動を提供できるようにする、
　運動装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本明細書は一般に運動機器（ｅｘｅｒｃｉｓｅ　ｄｅｖｉｃｅ）に関し、より詳細には
並進運動支持組立体（ｔｒａｎｓｌａｔｉｎｇ　ｓｕｐｐｏｒｔ　ａｓｓｅｍｂｌｙ）を
備える運動機器に関する。
【０００２】
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　本出願は、２００６年３月９日に出願された「ベルトおよびクランク運動機器」という
名称の米国仮特許出願第６０／７８０，５９９号、および２００７年１月１９日に出願さ
れた「連動およびブレーキ・システム」という名称の米国仮特許出願第６０／８８１，２
０５号の優先権を主張し、その開示は参照として本明細書に組み込まれる。
【背景技術】
【０００３】
　運動機器は長年にわたって使用されており、クロスカントリースキー機械、楕円運動機
械（ｅｌｌｉｐｔｉｃ　ｍｏｔｉｏｎ　ｅｘｅｒｃｉｓｅ　ｍａｃｈｉｎｅ）および振り
子運動機械などの歩行またはジョギングをシミュレートする装置を含むことを理解するこ
とができる。相互的な階段クライマーなどの登る動作をシミュレートする運動機器も含め
る。
【０００４】
　楕円運動の運動機械は、ペダルの方向が変化するのを助ける慣性をもたらし、これによ
り運動を円滑にまた快適にする。しかしながら、通常クランクに剛性に連結することは、
楕円の経路を決められた長さに制約する。したがって楕円経路は背の低い使用者にとって
は長すぎ、または背の高い使用者にとっては短すぎる場合がある。さらにランニングの歩
幅は通常歩行の歩幅より長いので、固定された歩幅の長さは、すべての体重負荷運動活動
を理想的にシミュレートしない。したがって通常の楕円の機械は、全ての使用者に最適に
は適用することができない。いくつかの振り子運動の機械は歩幅の長さを変えることがで
きるが、使用者の足は通常、前方および後方両方の動作で同様の円弧の経路をたどる。こ
のような動作は、使用者の足が普通に上下する歩行、大股歩きまたはジョギングを正確に
シミュレートしない。通常相互的階段クライマーにより、使用者は踏む動作をシミュレー
トできるが、この動作は一般に、連結機構によって画定される垂直方向に配向された円弧
の経路に制約される。そのような動作は、階段登りまたは傾斜のついた地形を登るなどの
広範な現実の世界での登る動作を正確にシミュレートしない。
【０００５】
　より最近では、クランク・システムを使用して歩幅を変えられる運動機器が開発されて
きた。しかしながらこれらの装置は、複雑で製造コストが高いことがある。
【特許文献１】米国仮特許出願第６０／７８０，５９９号
【特許文献２】米国仮特許出願第６０／８８１，２０５号
【０００６】
　本発明の種々の実施形態は、並進運動支持組立体を利用する運動機器およびそれを使用
する方法に関する。一例で運動機器は、床に支持されるベース部を備えるフレームを含む
。クランク・システムはこのフレームに連結され、これに支持される。左右の並進運動支
持組立体はそれぞれ可動部材と、足支持部材と、誘導要素とを有する。可撓性の要素は、
クランク・システムを並進運動支持組立体に連結する。左右の足支持部材が垂直方向に動
くことにより、可撓性の支持要素を介してクランク・システムに力を加える。
【０００７】
　実施形態による運動機械の操作方法の一例は、左右の足支持部材に交互の力を加えるこ
と、クランク・シャフトを回転させること、および足支持部材がほぼ閉じた経路（ｃｌｏ
ｓｅｄ　ｐａｔｈｓ）をたどることを含む。
【０００８】
　上記で、以下に続く本発明の詳細な説明をよりよく理解できるように、本発明の特徴お
よび技術的利点をかなり広く概説してきた。本発明の特許請求の範囲の主題を形成する本
発明のさらなる特徴および利点を以下に記載する。当業者は、本発明と同様の目的を果た
すために、他の構造を改変または設計するための基盤として開示の概念および特定の実施
形態を容易に使用することができることを理解されたい。また当業者は、そのような等価
な構造物は、添付の特許請求の範囲に記載される本発明の精神および範囲から逸脱しない
ことを理解されたい。その構成および操作方法の両方に関して本発明の特徴と考えられる
新規の特徴は、別の目的および利点と共に、添付の図面と併せて考慮すると以下の説明か
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らよりよく理解されるであろう。しかしながら各図は、例示および説明の目的でのみ提示
され、本発明の限定の明確化を意図するものではないことを特に理解されたい。
【０００９】
　本発明の他の種々の目的、特徴および付随する利点は、複数の図を通して同様のまたは
類似の部分には同様の参照符号を付した添付の図面と併せて考慮すると、よりよく理解さ
れる同様のものとして完全に理解されるであろう。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　図１は、並進運動支持組立体を備えた運動機器の一実施形態の側面図を示す。図２は、
図１の実施形態の上面図を示す。フレーム１０１は、ベース１０２と、上方軸（ｕｐｐｅ
ｒ　ｓｔａｌｋ）１０３と、この実施形態では湾曲している走路部１０４とを含む基礎の
支持フレームワークを含む。ベース１０２の下方部分は床と係合し、これに支持される。
クランク・システムは、クランク・シャフト１１４に取り付けられたクランク・アーム１
１２を含む。１つのクランク・アームのみが示されるが、この例では反対側のクランク・
アームがあることを理解されたい。各クランク・アーム１１２はクランク連結位置１１７
でそれぞれの可撓性要素１５０に連結される。クランク・シャフト１１４はその長手方向
軸の周りを回転するように、フレーム１０１によって支持される。１つまたは両方のクラ
ンク・アーム１１２は、おもり１１３などの釣り合いおもりを含んでよい。
【００１１】
　図１に示す実施形態は、クランク・アームを有するクランク・シャフトを使用するが、
他のクランク・システム構成を使用してもよい。例えば、いくつかのクランク・システム
は、３つ以上のクランク・アームを有することがある。さらに他のクランク・システムは
、クランク・アームに先行して、ローラによって支持され配置され、リング周辺またはリ
ング周辺付近にクランク連結位置を備えるリングを使用することができる。実際には、現
在知られている、または後に開発される任意の種類のクランク・システムを種々の実施形
態で使用することができる。
【００１２】
　この例でクランク・システムはまた、ベルト１１５およびプーリ１１８を介してクラン
ク・シャフト１１４に連結されるブレーキ／慣性装置１１９を含む。他の実施形態でブレ
ーキ慣性装置は、クランク・シャフト１１４に直接連結されてもよい。クランク・アーム
１１２がクランク・シャフト１１４の軸の周りを回転することにより、ブレーキ／慣性装
置１１９が回転する。ブレーキ／慣性装置１１９は、運動中使用者に抵抗を与えるブレー
キ力をもたらすことができ、および／または回転中エネルギーを受け取り、蓄積し、伝え
ることによって運動を円滑にする慣性力を提供することができる。図１に示す実施形態は
単一のブレーキ／慣性装置を使用するが、複数のブレーキ／慣性装置の使用、または２つ
以上の装置間でブレーキ機能と慣性機能を分離することが可能である。さらに図１の実施
形態はフレーム１０１の前方に配置されたクランク・システムおよびブレーキ・システム
を示すが、クランク・システムをフレーム１０１の後方などの他の場所に配置することが
可能である。
【００１３】
　図１の並進運動支持組立体は、足支持部材１３４、可動部材１３７、円弧運動部材１３
０ならびに誘導要素１４８および１４９を含む。並進運動支持組立体の右側の要素のみに
番号が付されているが、並進運動支持組立体の左側は同種の要素を備えることを理解され
たい。
【００１４】
　本明細書の文脈で、用語「部材」は、種々のサイズ、形状および形態の構造または結合
を含める。例えば部材は、直線、曲線または両方の組合せであってよい。部材は単一の構
成要素、または互いに連結した構成要素の組合せであってよい。円弧運動部材１３０は上
方部１３２を有する。上方部１３２は、使用者にハンドルとして使用されてもよい。円弧
運動部材１３０は、直線、曲線または湾曲していてもよい。足支持部材１３４は、使用者
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が上に立つことができる足台１３６を有する。足支持部材１３４は直線、曲線または湾曲
していてもよい。足支持部材１３４は、連結位置１３８で可動部材１３７に連結される。
連結は図１に示すように枢軸ピン接続で実現することができるが、連結はまた、円弧運動
部材１３０と足支持部材１３４との間の相対的な回転を可能にする任意の装置を使用して
実現されてよい。
【００１５】
　本明細書で使用されるように、用語「連結する」または「連結される」は、直接的な連
結または非直接的な連結を含む。可動部材１３７は、位置１３９で円弧運動部材１３０と
連結し、これにより足支持部材１３４も円弧部材１３０に連結する。可動部材１３７の円
弧運動部材１３０との連結は、図１に示すようなシャフトとブッシュとによって実現する
ことができるが、連結はまた可動部材１３７を円弧運動部材１３０に対して回転させるこ
とができる任意の装置によって実現してもよい。可動部材１３７は少なくとも、走路１０
４と係合するローラ１２１によって部分的に支持される。可動部材１３７は、直線、曲線
または湾曲していてもよい。円弧運動部材１３０は、連結位置１４０でフレーム１０１と
連結する。連結は、図１に示すようにシャフトおよびブッシュによって実現することがで
きるが、フレーム１０１に対して円弧運動部材１３０を回転させることができる任意の装
置によって実現されてもよい。誘導要素１４８は足支持部材１３４と連結し、誘導要素１
４９は可動部材１３７と連結する。
【００１６】
　図１に示すように、フレーム１０１と連結する円弧運動部材１３０の一部は、円弧運動
部材１３０が足支持部材１３４に連結する部分の上にある。本明細書の文脈において、あ
る要素が他の要素より高いところにある場合は、その要素は他の要素の「上に」とする。
用語「上に」は、要素または要素の一部が、直接別の要素の上にある必要はない。逆に本
明細書の文脈において、ある要素が他の要素より低いところにある場合は、その要素は他
の要素の「下に」とする。用語「下に」は、要素または要素の一部が、直接別の要素の下
にある必要はない。
【００１７】
　可撓性要素１５０は、一端をクランク連結位置１１７でクランク・アーム１１２に連結
され、その他端を位置１４３でフレーム１０１に連結される。その端部間で、可撓性要素
１５０は、可動部材１３７に配置された誘導要素１４９、および足支持部材１３４に配置
された誘導要素１４８に係合する。図１に示すような誘導要素１４８および１４９はプー
リであるが、これらは、可撓性要素を誘導または支持することができるはめ歯ベルトプー
リ（ｃｏｇ　ｂｅｌｔ　ｐｕｌｌｅｙ）、スプロケット、ローラまたはすべり金（ｓｌｉ
ｄｅ　ｂｌｏｃｋ）などの他の任意の構成要素であってよい。可撓性要素１５０は、ベル
ト、はめ歯ベルト（ｃｏｇ　ｂｅｌｔ）、鎖、ケーブル、または張力を担持できる任意の
可撓性の構成要素であってよい。可撓性要素１５０は、ゴムベルトのように張力にいくら
かのコンプライアンス（ｃｏｍｐｌｉａｎｃｅ）を有してよく、または鎖のように張力に
ほとんどコンプライアンスを有さなくてもよい。
【００１８】
　図１の実施形態および本明細書の他の図は、可動部材１３７にある１つの誘導要素と足
支持部材１３４にある１つの誘導要素のみを示すが、足部材および／または可動部材で複
数の誘導要素を使用することが可能である。一例として可動部材１３７は、第１の誘導要
素を足部材誘導要素１４８の前方に配置し、第２の誘導要素を足部材誘導要素１４８の後
方に配置するために、２つの誘導要素で構成することができる。一代替例として足支持部
材１３４は、第１の誘導要素を可動部材誘導要素１４９の前方に配置し、第２の誘導要素
を後方に配置するために、２つの誘導要素で構成することができる。さらに図１に示す以
外の方法で可撓性要素１５０を伝送するために、誘導要素をフレーム１０１に配置するこ
とができる。
【００１９】
　円弧運動部材１３０は、ほぼ垂直の位置に配向されてよい。本明細書の文脈において要
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素は、この要素の運動範囲内で検討されるシステムの他の要素とのその接続地点に対して
測定される際、水平方向より垂直方向に近い傾向にある場合、「ほぼ垂直」の位置に配向
される。図３Ａは、ほぼ垂直の位置に配向される円弧運動部材の一例を示す。基準のフレ
ームは連結位置１４０で固定される。円弧運動部材１３０は、連結位置１４０を中心とし
てその運動範囲内じゅうに動き、連結位置１４０は円弧の経路１６０を描く。円弧経路１
６０の幅Ｗがその高さＨより大きい場合、円弧運動部材１３０はほぼ垂直位置にあるとみ
なされる。円弧運動部材１３０は必ずしも直線である必要はなく、必ずしもいずれの部分
も正確に垂直である必要はない。さらに該部材はその使用中、必ずしも絶えず水平方向よ
り垂直方向に近い必要はない。
【００２０】
　足支持部材１３４は、ほぼ水平の位置に配向されてよい。本明細書の文脈において、要
素は、この要素の運動範囲内で検討されるシステムの他の要素とのその接続地点に対して
測定される際、垂直方向より水平方向に近い傾向にある場合、「ほぼ水平」の位置に配向
される。図３Ｂは、ほぼ水平の位置に配向される足支持部材の一例を示す。基準のフレー
ムは連結位置１３８で固定される。足支持部材１３４は、連結位置１３８を中心としてそ
の運動範囲内じゅうに動き、この連結位置は円弧の経路１６２を描く。円弧経路１６２の
高さＨが、その幅Ｗより大きい場合、足支持部材はほぼ水平位置にあるとみなされる。足
支持部材１３４は必ずしも直線である必要はなく、必ずしもいずれの部分も正確に水平で
ある必要はない。さらに該部材はその使用中、必ずしも絶えず垂直方向より水平方向に近
い必要はない。
【００２１】
　操作中使用者は運動機器に上がり、足台１３６の上に立ち、彼／彼女の体重を１つまた
は複数の足台１３６に乗せることによって運動する動作を始める。使用者が下方に踏むと
、誘導要素１４８によって力が可撓性支持要素１５０に伝送される。可撓性要素１５０に
よって、クランク・シャフト１１４およびブレーキ／慣性装置１１９が回転する。クラン
ク・シャフト１１４が回転し続けるので、クランク１１２のクランク連結位置１１７とフ
レーム１０１の連結地点１４３との間の距離が連続的に変化する。上述の連続的な距離の
変化により、足台１３６が連続する交互の上下運動をすることになる。この上下運動は、
使用者の足が歩行、大股歩き、ジョギングおよび登るときに負うことのある上下運動をシ
ミュレートする。それぞれの足台１３６が連続的に上下する際、使用者は同時に足台１３
６に前方または後方の力を加えることによって、大股歩き動作を始めることができる。こ
の大股歩き動作により足台１３６、足部材１３４、可動部材１３７ならびに誘導要素１４
８および１４９が動くことになる。この使用者による足台１３６の変位と、足台１３６の
連続する上下運動との組合せにより、それぞれの足支持部材１３４がたどる経路がほぼ限
定されたものになる。
【００２２】
　機械の使用中にたどる経路は、「ほぼ限定された経路」と称することができる。換言す
ると、一般に使用者の運動経路は、厳密なその開始時に合致することはまれであり（した
がって、正に限定された経路をたどる）、使用者の経路は経時的に１組のほぼ反復される
曲線をたどることが予想でき、これにより認識可能な曲線の経路となる。いくつかの経路
は、卵形、やや楕円形、鞍形（水平方向の範囲の両端部よりも中間部が低くなる）等であ
ってよい。
【００２３】
　経路の長さは、足台１３６に加える前方または後方の力の大きさによって、使用者が瞬
時に抑制できる。使用者が前後の力をほとんど加えない場合、運動経路は、水平方向の振
幅がほとんどまたは全くないほぼ垂直の配向であってよい。あるいは使用者が前後にかな
りの力を加える場合、運動経路は水平方向にかなりの振幅を有してよい。運動中１つの足
台から反対の足台へ交互に体重を移動することで、クランク１１２に力を伝送し、これが
クランク１１２、クランク・シャフト１１４およびブレーキ／慣性装置１１９の回転を維
持する。
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【００２４】
　走路部１０４は、図１に示すように曲線であってよい。いくつかの実施形態で、フレー
ムに不可欠の曲線部分が同様の機能をもたらすことがあるが、部分１０４はフレーム１０
１に連結した別個の曲線部である。このような湾曲は、使用者が足台１３６に体重を加え
るとき、並進運動支持組立体を中立の位置に戻すことになる戻し力をもたらす。ハンドル
１３２は円弧のパターンで動かすことができ、使用者が握ることができる。使用者が長い
時間にわたって足台１３６上で静止して立つと、全く負荷のないクランク・システムは、
ロックされた「上死点」位置になる。しかしながら、クランク・システムは釣りあいおも
り１１３を包含することにより、「上死点」位置からクランク・システムをオフセットさ
せる下方の力が付加される。
【００２５】
　いくつかの実施形態は相互連結（ｃｒｏｓｓ－ｃｏｕｐｌｉｎｇ）を含む。例えばこの
例では、左右の足台１３６が反対に動くように、左右側部の並進運動支持組立体は、左右
の円弧運動部材を介して相互に連結される。要素１８０は円弧運動部材１３０と連結する
。したがって左右の各要素１８０は、左右の円弧運動部材１３０と共にそれぞれ一緒にな
って動く。連結器１８２は、左右の要素１８０をロッカー・アーム１８４の両側部と連結
させる。ロッカー・アーム１８４はその中間部で、フレーム１０１と位置１８６で枢動可
能に連結される。円弧運動部材１３０が動く際、連結器１８２によってロッカー・アーム
１８４の振動する動きが生じる。この振動する動きにより、左右の円弧運動部材１３０が
反対方向に動くことになるので、左右の枢動可能連結組立体を相互に連結する。
【００２６】
　足台の水平方向の動きを阻止するために、別のブレーキ・システムを運動機器に含んで
よい。図１の実施形態は、２つのこの種のブレーキ・システムを有する。ブレーキ１９１
は、フレーム１０１およびロッカー・アーム１８４に連結される。ブレーキは、円弧部材
１３０、足部材１３４および足台１３６の動きを阻止するロッカー・アーム１８４の動き
を阻止する。ブレーキ１９１（および／または装置１１９）は、摩擦性、電磁気のまたは
流体などのいくつかのタイプであってよい。ブレーキ１９１をロッカー・アーム１８４に
直接連結する以外に、ベルトまたはプーリ・システムを介して、ブレーキ１９１をロッカ
ー・アーム１８４に非直接的に連結することができる。ブレーキ１９３は、可動部材１３
７およびプーリ誘導要素１４９に連結される。このブレーキは、可動部材１３７、足部材
１３４および足台１３６の動きに抵抗を与えるプーリ誘導要素１４９の回転する動きを阻
止する。
【００２７】
　図４は他の実施形態の側面図を示す。この実施形態は、図１および２の実施形態の要素
に対応する多くの要素を有するが（これらは多少異なる形状および／または寸法を有する
こともあるが）、これらの要素は同様の方法で番号を付される。例えばこの実施形態は、
足支持部材が円弧運動部材に連結する場合、並進運動支持組立体が連続するベルト・ルー
プによって相互連結される場合、可動部材がリンクによって支持される場合、クランク・
システムが機械の後方に配置される場合、および可撓性要素がクランクに直接取り付けら
れない場合を論証する。図４は、視覚的に明確にするために実施形態の左側の要素の大半
を省略するが、右側の要素に匹敵する左側の要素があることを理解されたい。
【００２８】
　フレーム１０１は、ベース１０２と、上方軸１０３と、垂直支持体１０５とを含む基礎
の支持フレームワークを含む。クランク・システムは、クランク・シャフト１１４に取り
付けられたクランク・アーム１１２を含む。クランク・シャフト１１４はその長手方向軸
の周りを回転するように、フレーム１０１によって支持される。１つまたは両方のクラン
ク・アーム１１２は、おもり１１３などの釣り合いおもりを含んでよい。
【００２９】
　クランク・システムはまた、ベルト１１５およびプーリ１１８を介してクランク・シャ
フト１１４に連結される装置１１９のようなブレーキ／慣性装置を含んでよい。あるいは
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ブレーキ慣性装置は、クランク・シャフト１１４に直接連結されてよい。クランク・アー
ム１１２がクランク・シャフト１１４の軸の周りを回転することにより、ブレーキ／慣性
装置１１９が回転する。ブレーキ／慣性装置１１９は、運動中使用者に抵抗を与えるブレ
ーキ力をもたらすことができ、および／または回転中エネルギーを受け取り、蓄積し、伝
えることによって運動を円滑にする慣性力をもたらすことができる。図４の実施形態のク
ランク・システムは機械の後方に配置され、本明細書の他の実施形態のクランク・システ
ムで、この位置を使用することができる。
【００３０】
　この実施形態の並進運動支持組立体は、足支持部材１３４、可動部材１３７、円弧運動
部材１３０、支持リンク１３１ならびに誘導要素１４８および１４９を含む。円弧運動部
材１３０は、上方部１３２を有する。上方部１３２は、使用者にハンドルとして使用され
てもよい。円弧運動部材１３０は、直線、曲線または湾曲していてもよい。足支持部材１
３４は、使用者が上に立つ足台１３６を有する。足支持部材１３４は、直線、曲線または
湾曲していてもよい。足支持部材１３４は、連結位置１３８で円弧運動部材１３０に連結
される。可動部材１３７は、位置１３９で円弧運動部材１３０に連結にされる。可動部材
１３７は、位置１３５で支持リンク１３１に連結にされる。支持リンク１３１は、位置１
４５で垂直支持体１０５に連結される。可動部材１３７は直線、曲線または湾曲していて
もよい。円弧運動部材１３０は、連結位置１４０でフレーム１０１に連結される。誘導要
素１４８は足支持部材１３４に連結され、誘導要素１４９は可動部材１３７に連結される
。
【００３１】
　可撓性要素１５０は、一端を位置１４３で上方軸１０３に連結され、その他端を位置１
１６で垂直支持体１０５に連結される。その端部間で可撓性要素１５０は、可動部材１３
７に配置される誘導要素１４９と、足部材１３４に配置される誘導要素１４８と、クラン
ク１１２に配置される誘導要素１１１とに係合する。誘導要素１１１を使用することによ
り、可撓性要素がクランク１１２と連結し、この連結方法は本発明の他の実施形態で使用
することができることを理解されたい。
【００３２】
　操作中使用者は運動機械に上がり、足台１３６の上に立ち、彼／彼女の体重を１つまた
は複数の足台１３６に乗せることにより運動する動作を始める。使用者が下方に踏むと、
誘導要素１４８によって力が可撓性支持要素１５０に伝送される。可撓性要素１５０によ
って、クランク・シャフト１１４およびブレーキ／慣性装置１１９が回転する。クランク
・シャフト１１４が回転し続けるので、クランク・システム連結位置（すなわち、誘導要
素１１１の可撓性要素１５０と係合する部分）とフレーム連結地点１４３との間の距離が
連続的に変化する。このような上述の連続的な距離の変化により、足台１３６が連続的に
交互に上下に動くことになる。この上下運動は、使用者の足が歩行、大股歩き、ジョギン
グおよび登るときに負うことのある上下の動きをシミュレートする。それぞれの足台１３
６が連続的に上下する際、使用者は同時に、足台１３６に前方または後方の力を加えるこ
とによって大股歩き動作を始めることができる。この大股歩き動作により足台１３６、足
部材１３４、可動部材１３７ならびに誘導要素１４８および１４９が動くことになる。こ
の使用者による足台１３６の変位と、足台１３６の連続する上下運動との組合せにより、
経路がほぼ限定されたものになる。支持リンク１３１は、ほぼ垂直の位置で配向されてよ
い。そのように配向することにより、使用者が足台１３６に体重をかけた時、並進運動支
持組立体を中立の位置に戻すことになる戻し力をもたらす。
【００３３】
　図１および図２の実施形態のように、両側部の並進運動支持組立体は相互に連結される
。図４の実施形態は、相互連結システムが連続するベルト・ループを使用する場合を実証
する。相互連結システムは、連続ベルト１６４を含む。連続ベルト１６４は、プーリ１６
６および１６８に係合する。連続ベルト１６４は、連結位置１３３で可動部材１３７に連
結される。右側の可動部材のみが示されるが、匹敵する左側可動部材があり、連続ベルト
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１６４はこの左側可動部材に連結されることを理解されたい。一方の可動部材が前方に動
くと、反対側の可動部材は後方に動く。連続ベルト１６４は、可動部材１３７が前後に動
く際、システムの幾何学的配置の変動を受け入れることを可能にするわずかなコンプライ
アンスを有する。この連続ベルト・ループ相互連結システムは、本明細書の他の実施形態
で使用することができる。同様に、図１および図２の実施形態のロッカー・アーム相互連
結システムは、図４の実施形態で代用することができる。実際、現在知られているまたは
後に開発される任意の相互連結システムを種々の実施形態で使用することができる。
【００３４】
　図１および図２の実施形態でのように、足台１３６の水平方向の動きを阻止するために
別のブレーキ・システムを含んでもよい。ブレーキ１９１はプーリ１６８およびフレーム
１０１と連結され、ブレーキ１９１はプーリ１６８の回転運動に対する抵抗を生成する。
【００３５】
　図５は、別の実施形態の側面図を示す。この実施形態は、図１、２および４の実施形態
の要素に対応する多くの要素を有するが（これら要素は、多少異なる形状および／または
寸法を有することがあるが）、これら要素は同様の方法で番号を付される。例えばこの実
施形態は、クランク・システムを可撓性要素に連結するために中間のリンク機構組立体（
ｉｎｔｅｒｍｅｄｉａｔｅ　ｌｉｎｋａｇｅ　ａｓｓｅｍｂｌｙ）を使用することができ
ることを実証する。図５は、視覚的に明確にするために実施形態の左側の要素の大半を省
略するが、右側の要素に匹敵する左側の要素があることを理解されたい。
【００３６】
　フレーム１０１は、ベース１０２と、上方軸１０３と、垂直支持体１０５とを含む基礎
の支持フレームワークを含む。ベース１０２の下部は、床と係合しこれに支持される。ク
ランク・システムは、クランク・シャフト１１４に取り付けられたクランク・アーム１１
２を含む。クランク・シャフト１１４は、その長手方向軸の周りを回転するようにフレー
ム１０１によって支持される。この実施形態では示されないが、１つまたは両方のクラン
ク・アーム１１２は、おもり１１３などの釣り合いおもりを含んでよい。
【００３７】
　クランク・システムはまた、ベルト１１５およびプーリ１１８を介してクランク・シャ
フトに連結される装置１１９などのブレーキ／慣性装置を含んでよい。あるいはブレーキ
慣性装置は、クランク・シャフトに直接連結してもよい。クランク・アーム１１２がクラ
ンク・シャフト１１４の軸の周りを回転することにより、ブレーキ／慣性装置１１９が回
転する。ブレーキ／慣性装置１１９は、運動中使用者に抵抗を与えるブレーキ力をもたら
すことができ、および／または回転中エネルギーを受け取り、蓄積し、伝えることによっ
て運動を円滑にする慣性力をもたらすことができる。
【００３８】
　中間の連結組立体がクランク・システムに連結される。この例で、この組立体は作動リ
ンク１７３および係合ローラ１７２を含む。作動リンク１７３は、位置１７５でフレーム
１０１に連結され、係合ローラ１７２を介してクランク１１２に連結される。
【００３９】
　並進運動支持組立体は、足支持部材１３４、可動部材１３７、円弧運動部材１３９、支
持リンク１３１ならびに誘導要素１４８および１４９を含んでもよい。円弧運動部材１３
０は上方部１３２を有する。上方部１３２は、使用者にハンドルとして使用されてもよい
。円弧運動部材１３０は、直線、曲線または湾曲していてもよい。足支持部材１３４は、
使用者が上に立つ足台１３６を有する。足支持部材１３４は、直線、曲線または湾曲して
いてもよい。足支持部材１３４は、位置１３８で円弧運動部材１３０に連結される。可動
部材１３７は、位置１３９で円弧運動部材１３０に連結にされる。可動部材１３７は、位
置１３５で支持リンク１３１に連結される。支持リンク１３１は位置１４５で垂直支持体
１０５に連結される。可動部材１３７は直線、曲線または湾曲していてもよい。円弧運動
部材１３０は、連結位置１４０でフレーム１０１に連結される。誘導要素１４８は足支持
部材１３４に連結され、誘導要素１４９は可動部材１３７に連結される。
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【００４０】
　可撓性要素１５０は、一端を位置１４３で垂直支持体１０５に連結され、その他端を位
置１７７で作動リンク１７３に連結される。その端部間で可撓性要素１５０は、可動部材
１３７に配置される誘導要素１４９と、足部材１３４に配置される誘導要素１４８とに係
合する。
【００４１】
　操作中使用者は運動機械に上がり、足台１３６の上に立ち、彼／彼女の体重を１つまた
は複数の足台１３６に乗せることにより運動する動作を始める。使用者が下方に踏むと、
誘導要素１４８によって力が可撓性支持要素１５０に伝送される。可撓性要素１５０によ
って、作動リンク１７３が動くことになる。作動リンク１７３が動くことにより、クラン
ク１１２、クランク・シャフト１１４およびブレーキ／慣性装置１１９が回転する。クラ
ンク・シャフト１１４が回転し続けるので、作動部材１７３の連結地点１７７と垂直支持
体１０５の連結地点１４３との間の距離が連続的に変化する。このような上述の連続的な
距離の変化により、足台１３６が連続的に上下に交互に動くことになる。この上下運動は
、使用者の足が歩行、大股歩き、ジョギングおよび登るときに負うことのある上下の動き
をシミュレートする。それぞれの足台１３６が連続的に上下する際、使用者は同時に足台
１３６に前方または後方の力を加えることによって大股歩き動作を始めることができる。
この大股歩き動作により足台１３６、足部材１３４、可動部材１３７ならびに誘導要素１
４８および１４９が動くことになる。この使用者による足台１３６の変位と、足台１３６
の連続する上下の動きとの組合せにより、経路がほぼ限定されたものになる。支持リンク
１３１は、ほぼ垂直の位置で配向されてよい。そのように配向することにより、使用者が
足台１３６に体重をかけた時、並進運動支持組立体を中立の位置に戻すことになる戻し力
をもたらす。
【００４２】
　図１、図２および図４の実施形態のように、両側部の枢動可能な連結組立体は、左右の
足台１３６が反対方向に動くように相互に連結することができる。また、図１、図２およ
び図４の実施形態のように、足台の水平方向の動きを阻止するために別のブレーキ・シス
テムを含めてもよい。
【００４３】
　図６は、本発明の実施形態によって適合された例示の方法６００の図である。方法６０
０は例えば、図１、２、４および５に示すようなシステムの使用者によって実施すること
ができる。
【００４４】
　ステップ６０１で、交互の垂直方向の力が左右の足支持部材に付加され、可撓性要素の
フレームとの連結位置とクランク・システムとの連結位置との間の距離が変化し、これに
よりクランク・シャフトが回転する。同様にステップ６０２で、交互の前後の力が足支持
部材に付加されて、左右の足支持部材がほぼ限定された経路をたどるようになる。
【００４５】
　ステップ６０３で、１つまたは複数の力が変化し、これによりほぼ限定された経路の長
さが変わる。いくつかの実施形態は、使用者がこれを握り、これを使って前後の動きを形
成するための円弧運動部材を含む。このような実施形態で、ステップ６０４は左右の円弧
運動部材を交互に動かすことを含む。
【００４６】
　方法６００を一連の別個のステップとして示す。しかしながら、本発明の別の実施形態
は、方法６００の種々の部分に追加、削除、反復、変更および／または再編成することが
できる。例えばステップ６０１から６０４は、一定の期間連続して実行することができる
。さらにステップ６０１から６０４は一般に、使用者が大股歩き動作をする間同時に実行
される。
【００４７】
　本発明およびその利点を詳細に記載してきたが、添付の特許請求の範囲によって定義さ
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れるような本発明の精神および範囲から逸脱することなく、本明細書に種々の変更形態、
代用形態および代替形態を形成することができることを理解されたい。さらに本出願の範
囲は、本明細書に記載されるプロセス、機械、製造、組成物、手段、方法およびステップ
の特定の実施形態に限定されることを意図するものではない。当業者は、本発明の開示か
ら容易に理解するので、本明細書に記載の対応する実施形態とほぼ同じ機能を果たす、ま
たはほぼ同じ結果を実現する現在既存のまたは後に開発されるプロセス、機械、製造、組
成物、手段、方法またはステップは、本発明により使用することができる。したがって、
添付の特許請求の範囲は、このようなプロセス、機械、製造、組成物、手段、方法または
ステップの範囲を含むことを意図する。
【図面の簡単な説明】
【００４８】
【図１】本発明の実施形態によって適合された運動機器の例示の実施形態の側面図である
。
【図２】本発明の実施形態によって適合された運動機器の例示の実施形態の上面図である
。
【図３Ａ】円弧運動部材の経路の例示の実施形態の図である。
【図３Ｂ】足支持部材の経路の例示の実施形態の図である。
【図４】本発明の実施形態により適合された運動機器の例示の実施形態の側面図である。
【図５】本発明の実施形態により適合された運動機器の例示の実施形態の側面図である。
【図６】本発明の実施形態により適合された機械を使用する例示の方法の図である。
【符号の説明】
【００４９】
　１０１　フレーム
　１０２　ベース
　１０３　上方軸
　１０４　走路部
　１０５　垂直支持体
　１１２　クランク・アーム
　１１３　おもり
　１１４　クランク・シャフト
　１１５　ベルト
　１１８　プーリ
　１１９　ブレーキ／慣性装置
　１２１　ローラ
　１３０　円弧運動部材
　１３１　支持リンク
　１３２　上方部またはハンドル
　１３４　足支持部材
　１３６　足台
　１３７　可動部材
　１３８、１３９、１４０、１４３　連結位置または位置
　１４８、１４９　誘導要素
　１５０　可撓性要素
　１６４　連続ベルト
　１７２　係合ローラ
　１７３　作動リンク
　１８０　要素
　１８２　連結器
　１８４　ロッカー・アーム
　１９１、１９３　ブレーキ
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